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事業事前評価表 

 

国際協力機構 人間開発部 保健第二グループ 保健第三課 

１．案件名                                                 

 国 名： ラオス人民民主共和国 

 案件名： 和名 母子保健人材開発プロジェクト 

 英名 The Project for Sustainable Development of Human Resources for 

Health to Improve Maternal, Neonatal and Child Health Services 

  

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における保健セクターの現状と課題 

ラオス人民民主共和国（以下ラオス国）における妊産婦死亡率（MMR）と５歳未満

児死亡率（U5MR）はともに改善されてきているものの、MMR580（対出生 10 万）及び

U5MR61（対出生 1000）1と、東南アジア地域の中で最も高く、依然として母子保健の

改善は急務である。 

母子保健サービスの効果的な実施に向けて保健人材の不足は、主要な課題の一

つとなっている。GHWA は、人口約 1,000 人あたりの保健人材配置が 2.3 人以下の

国々を危機的状況にあたるとし、当該国における保健人材育成を重視しているが、ラ

オス国では同数値が 0.53 人に留まっている状態にある。住民への主な母子保健サー

ビス提供の場である病院・保健センターにおける、サービス提供者の多くは看護助産

師であるが、ラオス国保健省によると、ラオス国全土において現在約 5,500 人の看護

助産師がいる中、専門的な助産知識を持つ熟練助産師は 178 人と少ない。また、保

健人材の質の向上も課題の一因としてあげられる。看護助産師や熟練助産師を育成

する保健科学大学や保健学校では、統一したカリキュラム及び国家試験が存在しな

いため、現場でのサービスが均質に行われないという問題がある。従って、適切な保

健サービスを提供する専門職人材の確保・質の向上が依然として課題となっている。 

保健省は保健人材育成強化に向け、中長期的な保健人材戦略（保健人材戦略

2020）を策定し、保健人材テクニカルワーキング・グループ等を設置した。その中では、

保健人材育成機関の教育機能、技術水準、管理能力の強化を通じた教育の質の改

善と、中央と地方の連携のもとに行われる計画的な人材育成が重要な活動計画とし

て位置づけられている。従って、母子保健サービス提供等を担う保健人材の育成を

進めるために標準化された保健人材育成システムの確立と、それぞれの保健人材育

成機関の能力強化・改善が喫緊の課題となっている。 
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我が国は、ラオス国の母子保健分野の支援については、従来から様々な取り組

み・検討を行ってきたが、現在の「母子保健改善プログラム」を 2010 年に整理して以

降、関連案件の実施を同プログラムの中に位置づけて進めてきている。現在、中央レ

ベルでは「保健セクター事業調整能力強化フェーズ 2（2010 年 12 月‐2015 年 12 月）」

を実施しており、第 7 次保健セクター開発計画に基づいた保健事業の計画・実施・モ

ニタリングの仕組みを統一し、保健省による主体的な事業調整を支援している。更に、

南部 4 県を中心に、「母子保健統合サービス強化プロジェクト（2010 年 5 月‐2015 年 5

月）」を実施しており、中央で策定された戦略に基づいた母子保健事業のマネジメント

強化を支援している。ラオス国の南部4県は、カンボジア及びベトナムと国境が接して

おり、最も開発が遅れている地域である「開発三角地帯（CLＶ2）」として認識されてい

る。また、各ドナーとの支援に係る地域分担の中で、我が国は南部地域を重点的に

支援することが合意され、保健以外の分野でも南部への投入が行われている。 

 

（2）当該国における保健セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

（ア）保健分野に係る戦略・開発計画 

 ラオス国保健省は「保健戦略 2020」を策定し、「2020 年までに保健医療サービスの

質を開発途上国の状況から脱却させ、全国民の生活水準の向上のために、公平な

医療サービスが平等に行きわたるようにする」ことを掲げている。この戦略の下に策

定された 5 ヵ年計画「第 7 次保健セクター開発計画（2011－2015）」では、母子保健強

化を含む６つの優先プログラムの強化が確認された。これを受けてＪＩＣＡは、ラオス

国保健省の保健セクター開発計画の実施、MDGs 達成を支援することを表明し、母子

保健を重点課題として協力を進めている。 

 （イ）保健人材育成に係る戦略・施策 

ラオス国保健省は中長期的な保健人材育成・確保のために養成（卒前教育）、雇

用、配置、継続教育等の課題に対する総合的な取り組み等が記載された「保健人材

戦略 2020」を策定し、具体的な施策を検討している。そのうちの一つとして、保健省は

2011 年 3 月に、医療サービス提供機関（病院等）、医学教育研究機関（大学、研究機

関、医療専門学校）、開発パートナー間の連携を進め、保健人材の能力強化を推進

する Complex Hospital Institute Project University 構想(以下、CHIPU 構想)について

大臣令を発布し、この CHIPU 構想の推進に強い意欲を示している。しかし、現段階で

組織間連携の具体的な手順や仕組みはなく、本プロジェクトで取り組む保健人材育

成システムにおける連携の仕組み作りを CHIPU 構想の具体例として提示していくこと

は、ラオス国側の政策ニーズに合致する。また、CHIPU 構想を具現化するものとして、

保健科学大学の中に EDC(Education Development Center；教育開発センター)という

組織が設立され、保健医療従事者教育の技術支援/リソース提供を行うためのナショ
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ナルセンターとして、保健人材育成における教育の質の向上が図られることとなった。

現在、保健省内の承認手続き中でこれから徐々に枠組みが形成されていく予定であ

るが、ラオス国側が設置する EDC が円滑に機能するよう本プロジェクトにて看護助産

分野の先行経験を共有しＥＤＣの方向性を示していくことは効果的であると考えられ

る。 

（ウ）母子保健分野に係るラオス国の政策 

母子保健分野の政策としては、「母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画

2009-2015」において、「妊産婦、新生児及び５歳未満児の死亡率の低下、ならびに

妊産婦、新生児及び５歳未満児の栄養失調状態の軽減」を目指しており、同戦略・計

画に沿った母子保健事業実施のための事業管理・調整能力の向上（サービス提供

側）、母子保健サービス提供の計画的・効率的な実施能力の強化（サービス提供側）、

妊産婦、新生児及び５歳未満児の健康改善に向けた個人、家族およびコミュニティの

動員（サービス需要側）を目標としている。また、「熟練助産者養成計画32008-2012」

では、母親や新生児の死亡率および疾病率の低下を目指し、妊婦健診・ケア（ＡＮＣ）、

分娩介助、産後健診・ケア（ＰＮＣ）などの必要な母子保健サービスを提供していくた

め、熟練助産者を養成していくことが謳われており、人材育成や管理を適切に進めて

いくことが重要であるとしている。これらの人材育成を担っているのが保健科学大学、

保健科学短期大学及び保健学校である。保健短期大学及び保健学校では毎年約

1,500 人の看護助産師が育成されているのに対し、昨年度これらの学校で開始した地

域助産師育成コースでは約 140 人の地域助産師が育成された。従って、双方を育成

する保健科学短期大学及び保健学校の能力強化を通じた看護助産師の質の向上は、

ラオス国の母子保健戦略にも合致する。 

以上のように、本事業は、卒前教育及び継続教育の質の向上を目的として制定さ

れた、ラオス国保健セクターにおける政策文書「保健人材開発戦略 2020」の人材育

成に係る役割を担うモデルとして活用されることが期待できるとともに、「国家母子保

健プログラム」（「母子保健統合サービスパッケージ戦略・計画」および「熟練助産者

養成計画」）に基づく母子保健サービスの改善にも資するものである。 

 

（3）保健セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の「対ラオス国別援助計画」では、6 つの重点分野の一つに「保健医療サー

ビス改善」を、その中の「重点分野別援助方針」として「母子保健サービス改善」を掲

げている。また、対ラオス国事業展開計画において、本プロジェクトは、「母子保健改

善プログラム」の中の一つに位置づけられる。 

現在、実施されている「保健セクター事業調整能力強化フェーズ 2」及び「母子保健

統合サービス強化プロジェクト」に加え、これまでの協力実績として、「ラオス看護人材

                                                  
3 Skilled Birth Attendance Development Plan 



 4

育成強化プロジェクト（2005 年 5 月‐2010 年 5 月）」、「上級看護師育成プロジェクト

（2008 年 11 月‐2012 年 11 月）」、無償資金協力「保健医療訓練施設整備計画（2004

年‐2005 年/保健学校に対する施設建設・機材供与）」や看護師青年海外協力隊派遣

（現在約 20 名配置）などがある。 

人材育成を対象に行った「ラオス看護人材育成強化プロジェクト」は、看護・助産の

人材開発に係る基盤を構築し、看護教育体制を強化することを目的としていた。プロ

ジェクト開始前には定められていなかった看護助産師に係る各種基準の整備に取り

組み、ラオス国の治療法に基づき国家の長期的な法的枠組みとなった「看護助産規

則」を整備し、2006 年に保健大臣の承認を受け発効された。更に、①看護業務範囲

ガイドライン、②助産業務範囲ガイドライン、②看護助産学校管理ガイドライン、④基

礎看護研修テキストを作成・整備した。また、看護教育の質の向上のために、中央ト

レーナー及びモデル地域における地方トレーナーの育成を行った。本プロジェクトを

通じ、看護助産人材育成強化に係る法的枠組みは整備されたものの、それらに基づ

く国家試験制度、看護研修トレーナーの認定制度、中央・地方の連携および教育機

関である保健学校と病院の連携不足という課題が残された。従って、本プロジェクト

はラオス国保健省が推進する CHIPU 構想に基づき、これらの課題に対し保健人材育

成システムの強化を行うことは効果的であると考えられる。 

 

（4）他の援助機関の対応 

ラオス国の保健セクターでは、MDGs 達成を優先課題とし、国連機関（WHO、

UNICEF、UNFPA(United Nations Population Fund；国連人口基金)、WFP）をはじめ、

世界銀行、ADB（Asian Development Bank; アジア開発銀行）、国際 NGO 等による、

複数の技術支援、財政支援型の協力が実施されている。2011 年 1 月には、ルクセン

ブルク政府の資金協力で WHO、UNICEF、WFP、UNFPA が 5 県 18 郡に「母子保健統

合サービスパッケージ戦略・計画」の実施を普及させるための合同プロジェクトが形

成され、郡レベルでの計画策定支援が開始された。母子保健人材の育成・定着に関

しては UNFPA が「熟練助産者養成計画」を包括的に支援している。また ADB 支援の

下、保健人材のデータベース作成、国家試験制度や実務期間に基づく認定制度、教

育の質改善の動き等全体枠組みの強化が進行中である。 

今後は中長期的な保健人材を育成のために、学校運営改善やトレーナー制度の

拡充等を通じた教育の質の向上と職種別の資格制度確立・定着の面から「保健人材

開発戦略 2020」を支援することが期待されている。 

  

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

 本事業は、保健省組織人材局・看護局・ヘルスケア局・母子保健課、保健科学大学
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及び全国 7 か所の保健科学短期大学及び保健学校を対象として、①看護教育の質

を規定するために中央において基準・制度の整備を行い②保健人材育成機関が良

質な人材育成プログラムを実施するための能力強化を支援し、③保健人材育成プロ

グラム実施に際し、中央と県及び学校と病院で調整・連携が行われるための調整メカ

ニズムを構築することを目的としている。従って、本プロジェクトは、ラオス全国におい

て均質で質の高いサービスを提供するための保健人材育成システムを強化し、母子

保健分野等における質の高い保健人材の育成に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

ビエンチャンおよび全国７か所の保健科学短期大学・保健学校所在地（チャンパサ

ック県、ルアンパバーン県、サバナケット県、シェンクワン県、カムワン県、

ウドムサイ県、サラワン県） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

保健省、４拠点病院、県病院、県保健局のスタッフ、ラオス国の保健科学大学の教員

(45 名)、保健科学短期大学・保健学校の教員(171 名)、ラオス国の保健科学大学の

学生、保健科学短期大学・保健学校の学生 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 2 月～2016 年 2 月を予定（計 4 年間） 

 

（5）総事業費（日本側） 

約 3.5 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

保健省組織人材局・ヘルスケア局、保健科学大学、4 拠点病院、保健科学短期大学、

保健学校、県病院、県保健局 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

① 長期専門家： 

・チーフアドバイザー/看護人材開発(48Ｍ/Ｍ) 

・業務調整(48Ｍ/Ｍ) 

② 短期専門家（必要に応じて）： 

・看護行政 

・看護管理 
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・看護教育 

・調査デザイン 

・人材育成機関強化 

・第三国専門家 

③ 本邦および第三国研修 

④ 現地国内研修 

⑤ 機材供与（プロジェクト活動に必要な機材供与） 

⑥ 現地活動費  

 

2）ラオス国側 

① カウンターパートの人材配置 

プロジェクト・ディレクター（保健省 組織人材局長） 

プロジェクト・マネージャー（保健省 組織人材局・ヘルスケア局 副局長） 

コーディネーター（保健省 組織人材局・ヘルスケア局からそれぞれ 1 名）等 

 

中央レベル：組織人材局、ヘルスケア局、保健科学大学、4 拠点病院 

地方レベル：保健科学短期大学、保健学校、県病院 

② プロジェクト実施に必要な執務室および施設設備の提供 

③ その他 (a) 運営・経常費用、(b) 電気、水道などの運用費、(c) その他 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠：本事業による環境への影響等はない。 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

現状においては母子保健の重要な担い手となっている看護助産師の育成を通して、

地域住民（特に妊産婦）へ母子保健サービスが行き渡ることを目的としており、ジェ

ンダーにも配慮したプロジェクトといえる。 

3)その他 

特になし 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

ラオス国においては「母子保健改善プログラム」として、中央レベルでは「保健セクタ

ー事業調整能力強化フェーズ 2」（2010-2015）により、国家５ヵ年計画に基づいた保



 7

健事業の計画・実施・モニタリングの仕組みを統一し、保健省による主体的な事業調

整支援、地方レベルでは南部 4 県を中心として、「母子保健統合サービス強化プロジ

ェクト（2010-2015）」を実施しており、中央で策定された戦略に基づいた母子保健事業

のマネジメント強化を支援している。また、これまでには保健学校への施設建設・機

材供与（無償資金協力）や看護教育青年海外協力隊派遣、「看護助産人材育成強化

プロジェクト」（2005-2010）、「上級看護師育成プロジェクト」（2008-2012）を行ってきて

おり、適切な母子保健サービスの提供を目指している。 

特に、「看護助産人材育成強化プロジェクト」（2005-2010）では、看護助産規則・看護

業務範囲ガイドラインの制定、それらに基づく基礎看護カリキュラムの開発、トレーナ

ーの育成がなされ、チャンパサック保健科学短期大学と県病院の連携を中心に臨床

実習の強化が図られた。本プロジェクトは、これまでの看護行政、看護教育への支援

の成果を活用する。 

2）他ドナー等の援助活動 

・ 中央レベルでは UNFPA が「熟練助産者養成計画」を中心とした包括的な支援を

実施し、熟練助産者に関する政策・制度レベルの支援（職務規程・範囲の基準見

直しや育成・資格制度改善等）及び実施をしている。UNFPA と活動の重複を避け

るため、本プロジェクトの範囲には、助産師教育システムへ積極的に関与すること

は含めない。ただし、運営・環境整備といった学校・病院のマネジメントに関する支

援では熟練助産者養成コースへの支援を一律に排除できるものではないため、

本プロジェクトの支援内容について UNFPA と定期的な情報共有・調整を行ってい

く。 

・ ADB の資金により、全国の保健人材情報の整備の他、国家試験制度・認定制度

支援、保健科学大学に設置する EDC を中心とする教育の「質」改善の動き、保健

科学短期大学の保健科学大学の支部化等を支援する短期コンサルタントが活動

している。本プロジェクトの活動を通じた EDC の機能強化への貢献について、本コ

ンサルタントと情報共有・調整を行っていく。 

・ チャンパサック保健短期大学では、国際 NGO である Medicine du Monde が地域助

産師育成に技術的支援を行うことが合意済である。 

・ ビエンチャンの保健学校に対し、2005年より５年間、ルクセンブルク開発援助庁の

資金協力で看護教育の支援が実施された。 

・ 世銀は中部、南部 5 県において、県・郡保健局、郡病院、保健センターを対象に

経常経費・事業費を支援している。また、保健人材定着のための活動の一環とし

て、南部の保健センター対象の母子の栄養改善、統合的アウトリーチ活動の研修、

モジュール研修、伝統的産婆トレーニング、住民への条件付現金給付などへの支

援を行っている。 

・ 2011 年 1 月にルクセンブルク政府の資金協力で WHO、UNICEF、WFP、UNFPA が
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5 県・18 郡に MNCH パッケージを実施するためのジョイントプロポーザルが作成さ

れ、郡レベルでの計画策定支援が開始された。 

以上、本プロジェクトの実施に際しては、これら複数の開発パートナーとの役割分

担に配慮するとともに、相乗効果発現に向けた連携策を検討することとする。 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標： 

母子保健サービス改善に資する質の高い保健人材が育成される 

指標：国家基準を満たした保健医療専門職の数 

2）プロジェクト目標： 

CHIPU コンセプトに基づき、均質で質の高いサービスを提供するための保健人材育
成システム4が強化される。 
 
指標：導入・制度化されたＣＨＩＰＵ（組織間連携による教育システム）の数 
    7 学校に対する内部・外部監査結果の変化  

 

3）成果及び活動 

成果１：看護教育の基準となるシステムが開発・制度化される 

指標：① 看護職の国家試験制度の導入 
② 改訂された規則・ガイドラインが配布される 
③ 職能団体（看護協会）の設立 

 
活動：①看護助産と施設の基準に関する全ての法制度をレビューする 

② 看護助産規則、看護助産の業務範囲ガイドライン、学校管理ガイドラインで
求めている基準と現状とのギャップのアセスメント（プロジェクト前・後で実
施） 

③ 必要に応じて、既存の看護助産規則、看護助産の業務範囲ガイドライン、学
校管理ガイドラインの見直しと改訂を行う 

④ 保健施設・学校の指導者向けにセミナーを開催し、改訂した法制度の普及を
行う 

⑤ 監督・指導ツールを開発する 
⑥ 中央病院、県・郡病院、保健センターの現状に合った施設別看護業務範囲ガ

イドラインの導入を検討する 
⑦ 保健人材の職能団体（看護協会）の設立を支援する 
⑧ 国家試験制度の開発を支援する 

 

成果２：保健人材育成機関が良質な人材育成プログラムを実施する能力を強化する 

                                                  
4
中央レベルで配置計画に基づいた育成計画が策定され、規則に基づいた人材を育成するための、統一した

カリキュラムが決定され、その内容がきちんと県レベルでの人材育成機関（保健科学短期大学、保健学校）

と県病院に伝達され、調整・連携してコース運営がされることにより、人材育成が効率的に輩出されてい

くようになること。 
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指標：① 適正数の公認トレーナーが各学校に配置されている 
② 導入された基礎看護以外の領域の看護カリキュラムの有無 
③ 学生による学校・教員評価結果の向上 
④ 教育プログラムの年次計画・実施・評価サイクルが確立する 

 
活動：① 各学校・臨床実習受入病院の現状調査を行い、既存の類似調査結果を含

めて、現状把握を行う 
② 中央・地方トレーナーの能力アセスメントを実施する 
③ 看護研修トレーナー認定制度の整備・制度化を図る 
④ 基礎看護ケアに加え、その他の領域の看護カリキュラムと教育教材の作成

を行う 
⑤ 保健科学大学と各学校の実習室の整備をおこなう 
⑥ 学校の施設・設備の改善、トレーナーの能力向上、マネジメント強化を図る 
⑦ 教育プログラム計画・実施・評価について、保健省、大学・学校、県保健局、

県病院など関係者間の連携メカニズムを構築する（例として、県保健局 – 
学校 – 県病院が年次計画を連携して作成する仕組み作りと年 2 回程度の
合同会議の定例化、８校による学校管理者会議の定例化、学校から保健
省への定例レポーティングの仕組み導入など） 

 

成果３：保健人材育成システムを効果的に改善するために関係機関間の調整メカニ

ズムが強化される。 

 

活動：①看護助産教育の質の向上を図るため、保健人材テクニカル・ワーキング・グ

ループに積極的に参加し、プロジェクト課題・問題解決のプロセスを共有する 

② 中央と地方との連絡・調整を促進する 

③ EDC との協力とプロジェクト成果の共有を推進する 

④ 教育水準を高めるために学校と病院で必要な予算算出とプロポーザル作

成を行い、保健省に提出する 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

 ラオス国では保健セクターの事業調整が進んでおり、開発パートナーは調整・連携

への積極的関与が求められている。複数の開発パートナーが協力を進めている中、

それぞれの成果を効率的・効果的に活用していくためには、支援する側独自の制

度を開発していくのではなく、実施プロセスでの継続的な情報共有・調整が不可欠

である。本プロジェクトも、成果１での教育の制度構築、成果 2 での保健人材育成

機関の能力向上の活動プロセスにおいて、保健人材技術作業部会5に積極的に参

                                                  
5 政策から実施・技術レベルまで、保健省関係者及び開発パートナーが定期的に一同に会して課題を認識し、情

指標：①関係者間の連携によって共有された保健人材育成施設の年間計画 
② 各学校で、教員あたりの学生比率が適正に是正される 
③保健人材育成施設改善のための投資計画 
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加し、人材育成における課題を関係者と共有し、協働して問題解決を図るというス

タンスを保つことが重要であるため、成果 3 として調整の促進を入れている。 

 実施機関である保健省（組織人材局とヘルスケア局）は人材の層が薄く、職員の

多くが複数の業務を抱えている。効率的な会議運営やインターネットの利用などを

通して、マンパワーの有効活用を行うことが必要となる。 

 プロジェクト目標、上位目標、成果の指標に関し、基準値・目標値の設定は

プロジェクト開始後に設定する。 

 

（2）その他インパクト 

特になし。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提条件 

 保健省内の調整を円滑に行うため、組織人材局とヘルスケア局から各１名のコー

ディネーターを配置すること。 

 中央レベルで技術的な支援を行うためのカウンターパート（看護技術支援委員会

のメンバー、基礎看護ケアの中央研修指導者など）が必要十分な人数、プロジェク

トに参加できること。 

 保健省ヘルスケア局看護課への看護職の十分な配置 

（2）成果達成のための外部条件 

 保健人材テクニカル・ワーキング・グループ会議が定期的に開催される。 

 臨床実習生を受け入れる病院が極端に増加しない。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

 CHIPU 構想が保健省によって継続的に推進する。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

 教育開発のナショナル・センターとしてＥＤＣが機能する。 
 保健職能団体（看護協会）が看護人材の資格認定やライセンス発行において重要

な役割を担うことができる。 
 

６．評価結果                                                

 本事業は、ラオス国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致して

おり、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。JICA が推進

                                                                                                                                                  
報共有しながら、政策及び実務の計画・戦略を具体化する事業調整メカニズム。保健省の中にセクター作業部会、

技術作業部会（保健計画・財政技術作業部会、保健人材技術作業部会、母子保健・予防接種技術作業部会等）

が設置されており、そのうちの一つ。 



 11

する母子保健プログラムを人材育成面で推進するという観点から、母子保健サー

ビスを担う看護助産師を主なターゲットとしたプロジェクトの意義は大きい。 

 

７ ． 過 去 の 類 似 案 件 の 教 訓 と 本 事 業 へ の 活 用           

ラオス国看護助産人材育成強化プロジェクト（2005 – 2010）の終了時評価の教訓とし

て、カリキュラム開発等の活動については優秀な第三国（タイ）の専門家の投入が非

常に有効であったこと、規則・ガイドライン等は配布するだけでなく配布確認・内容紹

介の会議開催なども必要であること、協働する開発パートナーを含めたセクター全体

の動きに柔軟に対応するために、セクター関係者間の情報共有・協議が重要である

ことが挙げられている。 

本事業は、これらの教訓を踏まえ、第三国専門家の効果的な投入や制度普及のた

めの会議開催等を実施していくとともに、本プロジェクトの活動を効果的に実施し、自

立発展性をもたせるために、保健人材作業部会や母子保健作業部会を通じて、保健

省関連各局や開発パートナーとの経験共有を積極的に行う。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 

以 上 


